
１　団体概要

千円 千円

３ 役職員の状況

４ 団体への市関与の状況

(1)公的支援

①
②
③
④

⑤
⑥

(2)その他

②
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５　監査等の結果

６　経営改善の取組状況及び自己評価

（参考）　委託料（市支出）

 経 営 状 況 の 概 要 ( 平 成 2 6 年 度 )

※は報酬を支給する役員分のみ記載

平成27年5月22日 平成27年5月20日

　②　公認会計士による監査監査等種類

損失補償契約に係る債務残高

出資金､低利貸付等に伴う機会費用

合　　計

・報告書に記載する。
・保育所については２保育所の利用人数及
び経営状況等を精査し検討する。

0
0

出資金

※内部監査、外部監査、行政庁検査等

0

対応状況

実施時期

　①　監事による監査 　③

なし

貸付金残高 0

指摘・意見

・事業報告書に保育所の延長保育事業の報
告も記載すること。
・赤木保育所の建物を何年か後に向けて建
て直しの計画を考えたほうがよい。

① 0

0

（将来負担額） 0

小　　計

（将来負担算入率）

0 0

0

0

0

0
0

昭和27年5月27日

0 0
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社会福祉法人郡山市社会福祉協議会

職員平均年齢※

経常収支差額

市からの出向者･退職者 0

備考（目的、内容、算出根拠等）

42.1

※は正規職員分のみ記載　（人件費、収入合計人件費率は全職員対象）

128,904

128,904

収入合計人件費率（％）

15.3
41,689

0 0

0

39,577 39,270

平成26年度平成24年度項　　目 平成25年度
（単位：千円）

新会計基準移行により内部取引消去を実施。

0

（参考）　市への収入依存度（％） 14.9 16.7

0

1
3,483

社会福祉法人郡山市社会福祉協議会補助金交付要綱

0

職員の平均年収(千円)※

529,509

備考（目的、内容、算出根拠等）平成26年度

郡山市民間認可保育所補助金交付要綱　他

（単位：千円）

5,415
51.0%

0

合　　計
0 00

120,576 131,244

0

損失補償契約に伴う金利軽減額 0 0 0
128,904小　　計 120,576 131,244

0
利子補給金 0
補助金（助成金） 120,576 131,244

0
税の減免額 0
その他（　　　　　　　　　　） 0 0

〒963-8024　福島県郡山市朝日一丁目２９番９号

55,632

872,030

損益計算書

項　　目 平成24年度 平成25年度

21

76,157
62,071

役員平均年齢 69.5 常勤役員の平均年収(千円)※

職　　員　　数※役　　員　　数 市からの出向者･退職者※

-
714,765

－

△ 12,91264,442
1,002,241

２　財務状況

資本金（基本金）等

(うち有利子負債）
負債

ウェブサイトアドレス

(1)地域福祉推進事業
(2)ボランティアセンター事業
(3)福祉サービス利用援助事業
(4)保育所運営事業（赤木・希望ヶ丘）
(5)訪問介護事業(介護予防も含む)

(6)訪問入浴介護事業(介護予防も含む)

(7)居宅介護支援事業
(8)居宅介護事業(移動支援を含む)
(9)いきいきデイクラブ事業の受託
(10)生活復興支援活動事業の受託

70,228  

平成25年度

-

団 体 名 設立年月日

221,281
総資産

社会福祉法第１０９条

http://www13.ocn.ne.jp/~k-shakyo/

事 業 内 容

平成26年度

所 在 地 設 立 根 拠

市出資（出捐）金 市所管部課

（単位：千円）

平成24年度

(11)生活福祉資金貸付事業の受託
(12)共同募金事業
(13)日本赤十字事業
(14)郡山市民生児童委員協議会
　　 連合会運営事業

項　　目

郡山市保健福祉部保健福祉総務課

資本
貸借対照表

累積欠損金

720

1,505,942

70,015

1,248,984
(0)

55,847

－

1,526,060
265,430

1,289,596

1,555,026

1,304,778

256,958
(0) (0)

総収入(売上高＋営業外収益＋特別利益)

7,652

・福祉サービス向上のためＱＣ活動を取り入れ、選ばれるサービス
事業者となるため、改善活動を進めている。
・保育所会計事務に加え、介護保険部門の会計事務を管理課に集
中させるなど事務の効率化に努めた。

人件費（千円）

減価償却前当期損益
当期損益

　ＱＣ活動を取り入れ、改善活動を行っており、福祉サービ
スの向上に努力している点が評価できる。
　また、会計事務を集中させることにより事務効率化を図る
などの経営努力が見られた。
　今後においても、より一層の経営改善に取り組むととも
に、適切な事業執行に努めていくことを期待する。

７　市の評価

非常勤役員の平均年収(千円)※

△ 10,808


